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　昨年₇月の着任以降、地域の方々と意見交換させていただく中で、地域経済の持続
的成長に向けては「ＤＸ」、「人的資本投資」、「ＳＤＧｓ」の推進が課題であるとの声が
多く聞かれました。この₃つのキーワードは、まさにデフレ脱却に向けた政府の成長
戦略の重点分野に掲げられており、当局としても重要なテーマとして位置づけ、課題
解決支援の取組みを行っています。

①ＤＸの取組支援
　少子高齢化が進む中、限られた人員で生産性を向上させていくためには、ＤＸは不
可欠な取組みである一方で、中小機構の調査によると、ＤＸの必要性を認識しながら
取り組めていない中小企業も多い状況です。こうした状況を踏まえ、昨年11月、九州
経済産業局等と連携して「中小企業のＤＸ推進」をテーマにフォーラムを開催し、地
元経営者等の方々と先進的な取組事例を共有するとともに、今後の対応策について意
見交換を行いました。
　当フォーラムでは、「経営者がＤＸについての将来のビジョンを社内外に示すことが
重要」、「当該方針の従業員への浸透を図るためには、ＤＸを部分的にでも導入し、そ
の効果を従業員に実感してもらうという成功体験を積み重ねていくことが近道」との
ご意見をいただきました。

②人的資本投資の取組支援
　人材を資本として捉え、その価値を最大限に引き出すための投資を行うことは、持
続的な企業価値向上のために重要であるとの認識の下、昨年₅月、「人的資本経営」を
テーマにフォーラムを開催しました。
　当フォーラムでは、「人的投資の強化は、スキル向上、人材配置の効率性、エンゲー
ジメントの向上を通じて、収益増大や費用削減につながる」との考え方が共有された
ほか、中小企業の取組事例を紹介し、人材育成手法等について意見交換を行いました。

③ＳＤＧｓの取組支援
　ＳＤＧｓにつながる取組みとして、脱炭素化は世界共通の重要課題となっており、政
府においても「2050年までにカーボンニュートラルを目指す」との方針を示しています。
脱炭素社会の実現には、大企業だけでなくサプライチェーンを構成する企業全体での
取組みが求められますが、中小企業における取組みが相対的に遅れているとの指摘も
あり、地域金融機関によるコンサルティングや資金支援などが強く期待されています。
　こうした状況を踏まえ、当局では、地域金融機関による中小企業への脱炭素化支援
を後押しする観点から、九州地方環境事務所等と連携し、現在、アンケート調査によ
る県内企業の取組状況等の実態把握を行っているほか、₃月下旬に、国の支援制度や
参考となる支援事例等を紹介するセミナーを開催する予定です。

　以上、最近の取組みをご紹介しましたが、今後の熊本経済の持続的成長のためには、
これらの推進が益々重要になると思います。当局としても、引き続き関係機関と連携
しながら、地域企業の取組みへの支援を行い、地域経済の活性化に貢献していきたい
と考えています。
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